

































二おいて大企業と対等の立場で競争していくうえで、独占禁止法が的確に運用されることが重要な意味を持っている。独占禁止法は、 「公正且つ自由な競争を促進」することによって、 「一般消費者の利益を確保するとともに、国民経済の民主的で健全な発達を促進すること」を目的としており（第一条） 、そのため私的独占、不当な取引制限、不公正な取引法を禁止するほか、競争に影響を及ぼす企業結合などを規制している。そして、その的確かつ積極的な法運用は、経済力 有する大企業による私的独占や不当な取引制限などの市場支配行為、中小企業に対する経済力の不当使 などを排除し、公正 競争秩序が維持された中で、事業活動を展開しうる機会を保障するという意味での中小企業の利益擁護と密接に関連してくるのであ 。とりわけ 独占禁止法 る不当廉売規制は、中小企業の利益擁護との関連において、近年重要な意味を持つように ってきた。
戦後の中小企業政策は、まず競争政策と同じ方向性を持つ政策として出発し、その後、産業優先の政策の下で競



































四格で取引を行おうとする行為は、独占禁止法の目的に適う競争行為であり、奨励されるべきものである。しかし、経済力を背景とし、経済的合理性を欠く廉売行為は、短期的には価格競争によるメリットを消費者にもたらすことはあっても、長期的にはむしろ競争に悪影響を及ぼし、消費者にとってもデメリットを生じさせること なる。したがって、競争に対して悪影響を及ぼす不当な廉売行為に対しては、独占禁止法制定当初から今日に至るまで、競争阻害行為の一行為類型として 一貫して規制対象とされてきた。中小企業にとっても、経済力を背景とした経済的合理性を欠く廉売 規制することは、中小企業が公正な競争条件が維持された状況の下で事業活動を行い得るという意味におい その利益を擁護することになる。
不当廉売は、原始独占禁止法においては、不公正な競争方法の一行為類型として規制されていた。不公正な競争
方法の定義規定である第二条第六項では、 「不公正な競争方法とは、左の各号に一に該当する競争手段をいう」として第一号から第七号までの を掲げ、その第三号で不当廉売について「不当に低い対価を以て、物資、資金その他の経済上 利益を供給す こと」と定義していた。そして、第一九条では、かかる行為を含む不公正な競争方法が禁止されるとともに、第二〇条では、その違反行為に対する措置 して、 該行為の差止を命ずることができる旨が定められ いた。
競争政策後退の象徴ともなった独占禁止法の一九五三年改正では、カルテル規制及び企業結合規制が大幅に後退



























（第二条第九項） 。法定類型とされたのは、共同の取引拒絶（第一号） 、差別対価（第二号） 、














ず、 「正当な理由がないのに」は、 「一般指定で規定された行為の外形から、原則として公正競争阻害性が認められる行為類型について、例外的に公正競争阻害性がない場合があることを表す趣旨」で使用される。次に、 「不当に」は、 「一般指定の規定中、 『不当に』の文言を除いた規定内容からでは、原則として公正競争阻害性があるとはいえないものについて、個別に公正競争阻害性が備わって、不公正な取引方法として違法 なる行為類型」について使用される であるという。したがって、事業者による廉売行為のうち、法定類型に該当する行為は原則違法の行為とされ、例外的 「正当な理由」がある場合、 否 される。ま 、指定類型に該当する行為は原則合法ではあ が 例外的に公 競争阻害性が認められる場合があるとされる。
それでは、不当廉売の法定類型と指定類型との関係はどのように理解したらよいのであろうか。この点について






















して供給することであつて 他の事業者の事業活動を困難にさせるおそれがあるもの」と規定されており、 「商品又は役務をその供給に要する費用を著しく下回る対価で継続して供給する」行為が「他の事業者の事業活動を困難にさせるおそれがあ もの」 って、 「正当な理由がない」場合に、違法なものとなる。そこで、かかる規定の解釈をめぐっては、①「 」とは何か ②「継続して供給」する場合とはどの程度を指すのか、③「他の事業者 事業活動を困難にさせるおそれ」とは何か、④どのような場合に「正当な理由」が認められるのかが焦点とな 。
まず、①「供給に要する費用を著しく下回る対価」とは何かという点であるが、 「供給に要する費用」とは「原
























な場合にそれが認められるのかについ は、販売価格や仕入価格等の市場価格の変動に対応した経済的合理性 ある価格設定行動は「正当な理由」があると判断されるべきであり 季節商品や生鮮 等により当該商品につい 原価を大幅に下回る価格で販売しなけ ばなら いような特有の事情がある場合も同様である。
一方、指定類型の要件は、法定類型以外の行為で、 「不当に商品又は役務を低い対価で供給し、他 者の事
業活動を困難にさせるおそれがあること」であり、①「不当に商品又は役務を低い対価で供給」す 行為が②「他の事 者の事業活動を困難にさせるおそれ」がある場合に、違法 ものとな 。指定類型も、 「他の事業者の事業活動を困難にさせるおそれ」があ という点では法定類型と同様であり、指定類型の解釈をめぐっては、低価格で提供する行為がど ような場合 「不当に」という評価を受けるのかが焦点となる。
低価格で提供しようとする行為は、本来競争行動の核心的部分をなすものであり、それ自体に競争阻害性が認め

























の未然防止に役立てようとする」ことを目的として作成されたものであった。そのため、ガイドラインにおいては、「不当廉売規制の目的」 、 「不当廉売とは何か」 、 「不当廉売に関するその他の規制（差別対価・優越的地位の濫用） 」という構成で不当廉売規制を解説するものとなっている。
このうち不当廉売規制の目的について解説している部分では、 「不当廉売規制の目的は、公正な競争を維持する
ことにあり、良質・廉価な商品を供給し得ない、企業の効率性において劣る事業者を保護しようとするものではない」 を明らかにしている。すなわち、独占禁止法 目的は「公正かつ自由な競争を維持・促進することにあり、事業者が創意工夫により良質・廉価な商品を供給しようとする努力を助長 ようとするものである」から、 「価格の安さ自体を不当視するものではないことは当然であるが、逆に価格の安さを常に正当視する もない」る。そして、 「企業の効率性によつて達成した低価格 商品を提供する ではなく、採算を度外視した低価格によつて顧客を獲得しようとするのは 独占禁止法の目的からみて問題がある場合があり、規制の必要がある」という。したがって、 「コストを下回る価格、いいかえれば他の商品の販売による利益その他の資金を投入す のでなければ販売を継続することができないような低価格を設定することによつ 競争者の顧客を獲得すると うような手段は、正常な競争手段とはいえな （不当廉売ガイドライン
（） 。
不当廉売ガイドライン公表後も、不当廉売に対する申告件数は減少せず、特に酒類と石油製品の販売に対する申






地位の濫用のそれぞれについて、その取引実態に合わせた考え方を示すとともに、申告のあった事案に対する公正取引委員会の対応方針が次のように示された。すなわち、 「申告のあった事案に関しては、処理結果を通知するまでの目標処理期間を原則二か月以内として、迅速に処理を行う」こととしているほか、 「大規模な事業者による不当廉売事案又は繰り返し行わ ている不当廉売事案 、周辺の酒類販売業者に対する影響が大きいと考えられるものについては、周辺の酒類販売業者の事業活動への影響等 つ て個別調査を行い、問題のみられる事案については厳正 対処する」ものとされた（酒類ガイドライン第一
（） 。
また、ガソリン等ガイドラインは、酒類ガイドラインと同様に、石油製品の取引実態に合わせて不当廉売規制の























































警告に至らず、注意にとどめた事案 も、規制緩和 対応した迅速処理の方針が打ち出されて以降、その内訳も含めた件数が公表されるように っている。以下、法的な処理が行われた事案と行政指導により処理された事案とに分けて検討するが、その概要を簡単に整理し おきたい。
法的な処理が行われた事案のうち、裁判例は八件であり、公正取引委員会が廉売者に対する緊急停止命令を裁判
所に求めたものが一件、他の七件は私訴である。そし 、私訴 うち、事業者が廉売者 対し 損害賠償を請求した事案が五件、損害賠償と独占禁止法違反行為の差止を請求した事案が一件、契約に基づく商品の引渡しを請求した事案が一件となっている。
また、これまで公正取引委員会が不当廉売に関して法的措置をとった事案が六件であり、そのうち審決により排
除措置が命ぜられた事案が三件、二〇〇五年 制度改正 より排除措置命令が出され 事案が三件となっている。なお、これらのうち、二つの大規模小売業者が対抗的に「おとり廉売」 行った事案と二つの石油販売業者が対抗的に行った「原価割れ販売」 ついては 各事業者に対してそれぞれ同じ内容の法的措置がとられている。
次に、公正取引委員会が行政指導により処理した事案であるが、警告を行ったものと注意にとどめたものの数値









②日本食品対東京都事件［第一審判決（東京地判昭五九・九・一七、審決集三一巻一二九頁） 、控訴審判決（東京高判昭六一・二・二四、審決集三二巻一五三頁） 、上告審判決（最判平元・一二・一四、審決集三六巻五七〇頁） ］
③私製はがき製造業者対国事件［第一審判決（大阪地判平四・八・三一、審決集三九巻五八六頁） 、控訴審判
決（大阪高判平六・一〇・一四、審決集四一巻四九〇頁） 、上告審判決（最判平一〇・一二・一八、審決集四五巻四六七頁） ］






























かかる主張は退けられている。本事案では、郵便法により国の独占が認められている郵便事業に対しても、はがきの製造販売に関しては独占禁止法が適用されるとしたうえで、お年玉付き年賀はがき等の価格設定行為は独占禁止法には違反しないと た。特に、不当廉売であるとの原告 主張に関しては、お年玉付 年賀はがき等は通常はがきと比して低廉である も、 「原価割れ販売」には当たらないとしている。
④松岡興産対生コン協組事件は、生コンクリートを製造・販売する名古屋生コン協組や北勢生コン協組などが一




当廉売を行っていた の主張が容れられ、損害賠償請求が認められた。そ 理由は、組合員でない松岡興産との受注競争のために協同組合が共同販売価格を引き下げることを決定し、組合員に対 て助成金を交付 「製造原価を下回る」価格での販売が行われため、松岡興産も取引先から同じ価格に引き下げるよう求められ、事業活動の継続が困難になったことである。なお、公正取引委員会は、一九八九年一〇月 北勢生コン協組に対して かかる行為が不当廉売 当たるとして警告を っている。
⑤大正製薬対ダイコク事件は、ドラッグストアのダイコクが「原価セール」と称して定価と仕入価格を表示し、






























当廉売に関して、一般信書郵便事業の独占が認められた郵政公社が行う競争市場における小包事業 「供給に要する費用」をどのように算定すべきか、特に と競争事業の共通費用の割り振り方法が争点となった。第一審及び控訴審とも 、ヤマト運輸の主張は 不当廉売該当性も含めて、すべて退けられ、上告も棄却されてい
以上のように、これまでの裁判例のうち、特に中小企業の利益擁護との関係において、経済的な力を背景とした
不当廉売規制のあり方 考える きに、密接に関係してくるのは、不当廉売該当性 認め た④松岡興産対生コン協組事件である。
次に、公正取引委員会が法的措置としての行政処分を命じた事例としては、次の六件がある。
















用事例であり、小売業における有力な事業者による対抗的なダンピングが行われることで、中小企業の事業活動にも深刻な影響を及ぼし、小売業 おけ 公正な競争が阻害されるという判断によるも であった。 のような「おとり廉売」に対する競争政策の観点からの規制のあり方をめぐっては、本事件を契機にそ 後も様々な議論が展開されているところであ 。
④濱口石油に対する排除措置命令は、マルエツ・ハローマートの事案以降、二四年ぶりに法的措置がとられた不
当廉売事案であ 、石油製品の販売業者である濱口石油がそ 仕入価格を下回 価格などで販売したことに対して、公正取引委員会が排除措置命令を行ったもの 。濱口石油は当該販 地域におけ 有力な事業者であるが、同
二二









六項前段に該当するとされたが シンエネコーポレーションと東日本宇佐美 対して法的措置がとられる一方で関東スタンドが警告にとどまっ のは他の事業者の事業活動への影響が小さいと評価されたものと思われる。
このように、公正取引委員会により法的措置がとられた事件のうち、①の中部読売新聞社に対する審決以外は、













































小 売 業 の
申告件数（（）酒類 石油製品 家電製品 その他
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合計 （ （（ （（,（（（ （（,（（（ （,（（（ （,（（（ （（（ （（,（（（ （（,（（（
出所）　公正取引委員会年次報告書の各年度版のデータをもとに作成。
　（1）　注意件数は迅速処理されたものであり、注意件数の内訳に示された件数を加









公共入札に関するも が二件 あ 。まず、マックスバリュ西日本に対す 警告事件では、スーパーマーケットが酒類をその販売に要する費用を著しく下回 価格で販売したとされた。ま 、栃木県小山市でガソリン等の石油製品をその販売に要する費用を著しく下回る価格で販売 たとされた新日本エネルギーに対する警告事件、同様 青森県大鰐町で石油製品をその販売に要する費用を著しく下回る価格で販売し とされた柿本石油に対する警告事件がある。公共入札に関しては、東京都が発注するシステム開発業務委託に関する入札 おいて供給 要 費用を著しく下回る価格で落札した日立製作所に対する警告事件と金融庁が発注 情報システム等に関する入札において供給に要す 費用 著しく下回る価格で落札した富士通に対する警告事件がある。
二〇〇二年度は、酒類の販売に関する事件四件、公共入札に関する事件一件、計五件である。酒類の販売に関し










関しては、富山県射水郡で仕入価格を下回る価格で酒類を販売したとされる富山カワサキグループと藤岡園 対する警告事件、愛知県で販売経費を下回る不当に低い価格で酒類を販売したとされる柴正 これに対抗して仕入価格を下回る価格で販売したとされるヨシダヤに対する警告事件がある。ま 、公共入札に関しては、山口県岩国市が発注する設計業務に関する入札において業務に要する費用を著しく下回る価格 落札したとされる八千代エンジニアリング、長野県が発注する建設工事 関 札 おい 供給に要する費用を著 く下回 価格で落札したとされる守谷商会 国土交通省等が発注する建設工事に関す 入札 お て供給に要する費用を著 く下回る価格で落札したとされる磯部建 、警察庁 標準仕様書案の作成に関する入札において供給に要する費用を著しく下回る価格で落札したとされ 松下電器産業に対する各警告事件があ 。
二〇〇五年度は、公共入札に関する警告事件が二件あるのみである。これは、財務省が発注するインターネット





製品の不当廉売警告事件は、関東スタンドが栃木県小山市において仕入価格を下回る価格で石油製品を販売したとされている。また、公共入札に関しては、大成建設と大林組が国土交通省の発注する公共工事に関する入札においてそれぞれ同社が代表となった共同企業体により不当に低い価格で受注したとして、また間組が千葉市の発注する公共工事に関する入札において同社が代表となった共同企業体により不当に低い価格で受注したとして、馬淵建設が横浜市の発注する公共工事に関する おい 単独に又は同社が代表となった共同企業体により供給 要する費用を著しく下回る価格又は 低い で受注 たとして、丸本組 宮城県の発注する公共工事に関する入札において供給に要する費用を著しく下回る価格で繰り返 受注したとして、それぞれ警告を受け いる。
二〇〇八年度は、公共入札に関する警告事件が三件である。農林水産省等が発注する公共工事の入札において不
当に低い価格で落札した奥村組、国土交通省等が発注する公共工事の入札 おいて供給に要する費用 著 く下回る価格で繰り返して オリエンタル白石、大阪府が発注する公共工事の入札において自ら 代表となった同企業体により供給に要する費用を著しく下回 価格で繰り返して落札した戸田建設の各事業者 対して が行われた。
二〇〇九年度は、石油製品の販売に関する事件が七件となっている。何れも、高知市において石油製品を供給に










菱食品、伊藤忠食品及び日本酒類販売は、特定の酒類小売業者に対して、酒類を供給に要する費用を著しく下回価格で販売したことが法定 型の不当廉 に該当するとされ、警告を受けた。また、福井県において石油製品を販売するミタニが供給に要する費用 著しく下回 価格で販売したことが法定類型の不当廉売に該当 として警告を受けた。
以上の警告事件ついては、公表されている情報から 何れもなぜ警告という手法が用いられたのかが不明であ
る。すなわち、警告は排除措置命令を行うに足る証拠が得られなかった場合であっても、違反 疑いがあるときに行われるものであるとされるが、法的措置を行ううえで必要となるどのような証拠が得られていないのか またどの事実をもって違法性の判断がなされたかなど、事件処理 適切性を判断する えで必要な情報が明らかにされていないのであ
次に、注意が行われた事案に関しては、公表されている数値からその傾向を見ておくと、二〇〇〇年度から二〇
〇二年度にかけて千件を超え、その後やや減少して三年ほ 六〇〇件程度になり、また二〇〇六年以降は増加に転じ、年間千件を超える状況になっている。特に、二〇〇八 度と二 九年 ついては、注意が行われた事案は三千件を超えている。
なお、一九九七年度以降、酒類、石油製品、家電製品、その他に分けて、注意が行われた件数の内訳が公表され
三〇
ている。酒類の販売に関しては、注意件数が最も多く、全体の半数を占めている。そして、二〇〇一年度の前後に注意件数のピークがあり、二〇一〇年以降もずっと千件を超えている。次に多いのが石油製品の販売に関する注意である。二〇〇九年には千件 迫っ いる。家電製品の販売に関し は、二〇〇八年度にピークが来ており、二千件を超え 注意が行われている。
小売業における不当廉売の申告件数は、一九八四年に不当廉売ガイドラインが公表される前後において多数に上
っていたが、一九九五年以降の規制緩和推進計画に基づく施策が加速化するに たがって、公正な競争秩序維持を求める声が強まり、それが小売業における不当廉売の申告件数の急増という形で現れ 行 た。特に、二〇〇六年度以降、申告件数は激増しており、小売業 おける不当廉売の申告件数も申告件数全体の七割から八割を超えている。
以上のように、不当廉売の事案は、裁判例や法的措置例と比較して、警告及び注意という行政指導による事件処












を欠く廉売行為の規制が重要となってくる。一定の目的の下に事業活動に枠組みを設定してきた政府規制制度が緩和され、自由に事業活動を展開しうる領域が拡大することになると、公正で自由な競争秩序の維持を目的とする独占禁止法の役割が大きくなることは当然のことである。申告件数 増加が示しているように、規制緩和が進展することで、中小企業が独占禁止法のその役割に期待し、公正取引委員会に対して法の運用強化を強く求め のも、自然な動きといえよう。しかし、一九八四年の不当廉売ガイドラインの公表理由に表れ 公正取引委員会に対する申告の多くが独占禁止法 趣旨を十分理解せずになされているということであれば、たとえ強い要請があったとしても、独占禁止法の執行機関としてはこれ 応えることは不可能である。
上述のように、不当廉売規制の運用は、私人による訴訟や公正取引委員会による法的措置もこれまで少ないなが
ら存在するものの、運用の中心は警告・注意などの行政指導による是正措置や未然防止に置かれてきた。裁判例に現れた不当廉売の事案の中には 小企業により提訴されたものも存在す が、一部を除いては、規制緩和以降に焦点となっている不当廉売事案とは事情が異なるも である。 方、小売業 おけ 不当廉売事案 対して公正取引委員会により法的措置 とられたもの して 、一九八〇年代 牛乳 「おとり廉売」 対して不当廉売 を発動したマルエツ・ハローマート 件 また近年の石油製品 廉売事案に対する濱口石油事件、シンエネコーポレーション・東日本宇佐美事件があ 。しかし、これ以外 大多数 事案は、何れも警告ないしは注意 いう行政指導により事件処理がなされてきた。
ところで、一九九五年三月に閣議決定された規制緩和推進計画は、規制緩和の基本方針や推進方法について明ら
かにするとともに、競争政策を積極的に展開することを打ち出 いる。同計画で 競争政策の積極的展開に関する部分に、公正取引委員会の講ずべき措置 十項目にわ り掲げられており、その最初の項目が ⑴独占禁止法
三二
































で自由な競争の核心的部分であり、それに直接関係す 規制であ ことから 大き 争点となってきた。不当廉売規制に対する考え方は大きく二分され 厳格な規制の是非や 基準設定のあり方において鋭く対立している。厳格な が必要であるとする立場からは、大企業が経済力を背景とした「原価割れ販売」を行えば、中小企業はこれに対抗できずに市場から駆逐されることになるから、 基準を法定類型のような行為に限定せず、指定類型の
三四
















































































考え方の相違が大きく影響しているものと思われる。自由放任的な競争観 ら不当廉売規制を考え ならば、規制は可能な限り緩やかなものとされるべきこと なり、経済力を背景とした事業活動に対して公正な競争秩序維持という枠組みが設定される必要が という見地に立てば 環境の変化に対応した不当廉売規制が展開されるべきこととなる。ただし、後者の立場をとったとしても、一般的に言われているような「中小企業保護」 、例えば経済的効率性に劣 中小企業の存続を図るための施策として不当廉売規制が展開されるべきであるとの主張には、もちろん繋がって行くものではない。不当廉売規制が独占禁止法の目的とする公正で自由 の促進 いう観点から行われるものであることからすれば、当然 こ であ 。
次に、経済環境の変化に対応した不当廉売規制の必要性を認めたとしても、それが具体的にどのようなものとし


















売行為に対しても行政指導が行われ、事業活動が委縮するようであれば、独占禁止法が競争の促進により実現しようとしている消費者の利益にも反するものとなる。中小企業にとっても、同様に、公正な競争秩序が維持された中で、事業活動の機会が保障されるという意味での中小企業の利益は損なわれることになるのである。したがって、公正取引委員会によ 行政指導を中心 したこ までの不当廉売規制の運用が果たして競争促進による消費者や中小企業の利益に適ったものであるかどうか、十分検証されていく必要があろう。近年 公正取引委員会における事件の審査体制が整備され、強化され きてい って 急増している不当廉売の申告事案に対して、限られた人的資源や時間 中で、事件処理を わなければならないという面での困難性は理解できるところである。しかし、かつての大規模小売店舗法 基づく大型店出店問題の処理に見ら るように、法と運用 乖離により、法の理念とは全く異なる事件処理がなされ 混迷が っそう深まってしまっ とは決して古 記憶ではない。公正な競争の結果、市場から 退出を余儀 くされる可能性 高い中小企業 の強い要請の下 不当廉売規制が競争政策の趣旨を逸脱した形で運用されていくとす ば、大型店出店問題と同様の批判を受けることになろう。
ここで、再度確認しておく必要があるのは、中小企業政策としての不当廉売規制によって擁護される中小企業の



























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































aper Series 13-J057 ）及び同「不当廉売規制における費用
基準
とそ
の論
拠」
（川
濱
昇ほ
か編『
競
争法
の理
論と
課題
―独
占
禁止
法・知
的財
産
法の
最前
線―（
根岸
哲先
生古
稀
祝賀
）』（有
斐閣、二〇一三年）所収）二〇九頁以下を参
照。
（
17）　
今
村
成
和
ほ
か
編『
注
解
経
済
法（上
巻
）』（
青
林
書
院、一
九
八
五
年
）
一
九
三
頁（笹
井昭
夫
執
筆
）、
根
岸
哲『経
済
法（新
訂
版
）』
四二
（放送大学教育振興会、二〇〇〇年）一〇九頁。
（
18）　
当時の大
規模小
売店舗
法によ
る参入
規制の
実態に
関して
は、深津健
二『現代
経済法と
消費者
参加』
（法研
出版、一
九九四
年）七六頁以下を参照。
（
19）　
不
当
廉
売
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
で
は、
そ
の
作
成
理
由
に
つ
い
て、
「
1は
じ
め
に
」
で
次
の
よ
う
に
述
べ
て
い
る。
「
不
当
廉
売
に
係
る
一
般
か
ら
の
報
告
は、
近
年
増
加
し
て
お
り、
年
間
数
千
件
に
達
し
て
い
る
が、
そ
の
ほ
と
ん
ど
は
小
売
業
に
係
る
も
の
で
あ
り、
中
小
規
模
の
小
売
業者及
び製造
業者が
大規模
の小売
業者の
廉売に
ついて
問題を
提起す
る内容
のもの
が大部
分を占め
て」お
り、
「これ
らの事
案
をみる
と、調査を
受ける
側が不
当廉売に
関する
規制を
知らず
に問題
となる
行為を
行つて
いる事
例が多
くみら
れると
同時に、
調
査
を
求
め
る
報
告
に
も
不
当
廉
売
規
制
の
目
的
や
内
容
を
よ
く
知
ら
な
い
で
行
わ
れ
た
と
み
ら
れ
る
例
が
少
な
く
な
い
と
い
う
状
況
が
う
か
が
わ
れ
る
」
こ
と、
ま
た「
我
が
国
の
小
売
業
は、
百
貨
店、
ス
ー
パ
ー、
専
門
店、
コ
ン
ビ
ニ
エ
ン
ス
ス
ト
ア
ー、
一
般
小
売
店
等
多
種
類
の
小
売
業
者
が
存
在
し
大
規
模
の
小
売
業
者
と
中
小
の
小
売
業
者、
多
種
類
の
商
品
を
取
り
扱
う
小
売
業
者
と
特
定
の
種
類
の
商
品
を
取
り
扱
う
小
売
業
者
が
併
存
し
て
お
り、
こ
れ
ら
相
互
間
に
公
正
な
競
争
が
行
わ
れ
る
必
要
が
あ
る
」
こ
と
等
の「
状
況
を
勘
案
し、
小
売
業
を
対
象
と
し
て
想
定
し、
不
当
廉
売
規
制
の
考
え
方
に
つ
い
て
要
点
を
整
理
し
た
も
の
で
あ
り、
こ
れ
に
よ
つ
て
産
業
界
及
び
一
般
の
不
当
廉
売
に
関
する認識を深め、違反行為の未然防止に役立てようとするものである」
。
（
20）　
酒
類
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
公
表
の
背
景
に
つ
い
て
詳
し
く
は、
杉
本
幸
生「
酒
類
の
廉
売
と
独
占
禁
止
法
―
市
場
ア
ク
セ
ス
阻
害
要
因
と
し
て
の
認識を持って」
（産業経営研究二三号、二〇〇四年）三五頁以下を参照。
（
21）　
家電ガイドライ
ン公表の背景
とその特徴に関
しては、片桐一
幸「家電ガイドラ
インの主な特
徴について」
（公正取引
六七
三号、二〇〇六年）三四頁以下を参照。
（
22）　
公
正
取
引
委
員
会「
『
不
当
廉
売
に
関
す
る
独
占
禁
止
法
上
の
考
え
方
』
等
の
改
定
に
つ
い
て
」（
二
〇
〇
九
年
一
二
月
一
八
日
）（
http://
w
w
w
.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/h21/dec/09121801.files/09121801.pdf ）。
（
23）　
新ガイ
ドライ
ン（一般不
当廉売
ガイド
ライン
）では、こ
の点に
ついて、
「独占
禁止法
第二条
第九項
第三号
に規定
する不
当
廉売（
以
下「法
定不
当
廉売
」と
いう。
）を
行っ
た事
業者
が、過
去一
〇年
以内
に法
定不
当廉
売を
行っ
たと
し
て行
政処
分を
受け
たこと
があ
るなど
一定の
条件を
満たす
場合に
は、課徴
金の納
付が命
じられ
ること
にな
った」
ため、
「不当
廉売に
係る法
運用
の
透
明
性、
事
業
者
の
予
見
可
能
性
を
向
上
さ
せ
る
観
点
か
ら、
公
正
取
引
委
員
会
は、
法
定
不
当
廉
売
の
要
件
の
う
ち、
特
に『
供
給
に
要
す
る
費
用
を
著
し
く
下
回
る
対
価
』
に
重
点
を
置
い
て、
不
当
廉
売
に
関
す
る
独
占
禁
止
法
上
の
考
え
方
を
従
前
よ
り
も
明
確
化
す
る
た
め、
『不
当廉売に関する独占禁止法上の考え方』
（昭和五九年一一月二〇日公正取引委員会事務局）を一部改
定することとした」
と記述されている。
四三
中小企業政策と不当廉売規制

（都法五十五
-
二）
（
24）　
日米構造問題協議での合意内容に関しては、公正取引委員会事務総局・前掲注（
6）四九六頁以下参照。
（
25）　
本件で
は、不当廉
売の基
準とな
る「原価
」に関
して、
「独占
禁止法上
一般に
不公正
な取引
方法を
構成す
る不当
廉売と
は単
に市場
価格を
下回る
ので
はなく、
その原
価を下
回ると
解す
べき」
である
として、
「独占
禁止法
上互い
に競
争関係
にある
事業
者の一人がそ
の物資等を提
供する対価が不
当に廉価であ
って不公正な取
引方法に当た
るかどうかを判
断するに当た
っては、
そ
の
原
価
を
形
成
す
る
要
因
が、
そ
の
い
わ
ゆ
る
企
業
努
力
に
よ
る
も
の
で
な
く、
当
該
事
業
者
の
場
合
に
の
み
妥
当
す
る
特
殊
な
事
情
に
よ
る
も
の
で
あ
る
と
き
は、
こ
れ
を
考
慮
の
外
に
お
き、
そ
の
よ
う
な
事
情
の
な
い
一
般
の
独
立
の
事
業
者
が
自
ら
の
責
任
に
お
い
て、
そ
の
規
模
の
企
業
を
維
持
す
る
た
め
経
済
上
通
常
計
上
す
べ
き
費
目
を
基
準
と
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
」
と
し
た。
本
事
案
に
関
し
て
は、
小
原
喜
雄・
昭
和
五
二
年
度
重
要
判
例
解
説
二
二
九
頁、
村
上
政
博・
公
正
取
引
三
三
五
号
四
六
頁、
藤
田
稔・
独
禁
法
百
選（
第
四
版
）
一
五
二
頁、
舟
田
正
之・
独
禁
法
百
選（
第
五
版
）
一
五
〇
頁、
中
川
寛
子・
独
禁
法
百
選（
第
六
版
）
一
三
八
頁、
大
塚
誠・
経
済
法
百
選
一
二
四
頁
等
を参照。
（
26）　
本
事
案
に
関
し
て
は、
舟
田
正
之・
昭
和
五
九
年
度
重
要
判
例
解
説
二
四
八
頁、
杉
本
幸
生・
平
成
元
年
度
重
要
判
例
解
説
二
三
六
頁、
金
井
貴
嗣・
公
正
取
引
四
七
三
号
三
六
頁、
藤
田
稔・
独
禁
法
百
選（
第
四
版
）
一
五
六
頁、
村
上
政
博・
独
禁
法
百
選（
第
五
版
）
一
五
四
頁、
東條吉純・独禁法百選（第六版）一四二頁、土田和博・経済法百選一二二頁等を参照。
（
27）　
本
事
案
に
関
し
て
は、
大
野
正
道・
平
成
四
年
度
重
要
判
例
解
説
二
四
五
頁、
内
田
耕
作・
判
例
評
論
四
五
〇
号
五
一
頁、
白
石
忠・
ジ
ュ
リ
ス
ト
一
〇
二
〇
号
四
三
頁、
泉
水
文
雄・
公
正
取
引
五
〇
六
号
四
八
頁、
稗
貫
俊
文・
独
禁
法
百
選（
第
五
版
）
六
頁、
本
田
直
志・
独
禁
法百選（第五版）一五六頁、岸井大太郎・独禁法百選（第六版）七頁、来生新
・経済法百選四頁及び一二六頁等を参照。
（
28）　
本
事
案
に
関
し
て
は、
高
橋
岩
和・
ジ
ュ
リ
ス
ト
一
一
七
二
号
一
二
三
頁、
若
林
亜
里
沙・
平
成
一
一
年
度
重
要
判
例
解
説
二
四
四
頁
等
を
参照。
（
29）　
本
事
案
に
関
し
て
は、
柴
田
潤
子・
ジ
ュ
リ
ス
ト
一
二
三
二
号
一
八
〇
頁、
武
田
邦
宣・
平
成
一
四
年
度
重
要
判
例
解
説
二
三
七
頁、
隅
田
浩司・ジュリスト一三〇三号一五六頁等を参照。
（
30）　
本
事
案
に
関
し
て
は、
渡
辺
昭
成・
ジ
ュ
リ
ス
ト
一
二
七
三
号
一
七
七
頁、
中
山
武
憲・
平
成
一
六
年
度
重
要
判
例
解
説
二
五
四
頁
等
を
参
照。
（
31）　
本事案に関しては、河谷清文・ジュリスト一三二六号一九三頁を参照。
（
32）　
本
事
案
に
関
し
て
は、
江
口
公
典・
ジ
ュ
リ
ス
ト
一
三
一
九
号
一
六
三
頁、
村
上
政
博・
公
正
取
引
六
八
五
号
六
一
頁、
栗
田
誠・
Ｎ
Ｂ
Ｌ
八
四
〇
号
四
二
頁、
舟
田
正
之・
ジ
ュ
リ
ス
ト
一
三
七
四
号
九
一
頁、
川
原
勝
美・
平
成
二
〇
年
度
重
要
判
例
解
説
二
九
〇
頁、
根
岸
哲・
経
済法百選一二八頁、川島富士雄・ＮＢＬ八九 九九頁等を参照。
四四
（
33）　
本
事
案
に
関
し
て
は、
岸
井
大
太
郎・
昭
和
五
七
年
度
重
要
判
例
解
説
二
四
〇
頁、
布
村
勇
二・
独
禁
法
百
選（
第
三
版
）
一
三
〇
頁、
内
田
耕
作・
独
禁
法
百
選（
第
四
版
）
一
五
四
頁、
川
井
克
倭・
独
禁
法
百
選（
第
五
版
）
一
五
二
頁、
若
林
亜
里
沙・
独
禁
法
百
選（
第
六
版
）
一四〇頁等を参照。
（
34）　
本事
案に
関し
ては、
金井
貴嗣「
不当
廉売・
差別
対価
に対
する
規制
」（公
正取
引六
七三
号、二
〇〇
六年
）一
一頁
を参
照。ま
た、本
事案
の担
当
官解
説と
して、
稲田
高喜・
吉
田恵
介「石
油製
品
小売
業者
に
対す
る排
除措
置命
令に
つい
て
」（公
正
取引
六七
一号、二〇〇六年）八九頁を参照。
（
35）　
本
事
案
の
担
当
官
解
説
と
し
て、
庄
司
芳
次・
船
山
正
彦「
栃
木
県
小
山
市
に
お
い
て
給
油
所
を
運
営
す
る
石
油
製
品
小
売
業
者
に
対
す
る
排除措置命令等について」
（公正取引六九〇号、二〇〇八年）五九頁を参照。
（
36）　
独
占
禁
止
法
の
二
〇
〇
五
年
改
正
以
降
の
事
件
処
理
手
続
き
に
つ
い
て
は、
松
本
博
明・
堀
江
美
早
子「
改
正
独
占
禁
止
法
の
概
要
に
つ
い
て
」（
公
正
取
引
六
五
七
号、
二
〇
〇
五
年
）
一
八
頁
以
下、
大
胡
勝「
独
占
禁
止
法
改
正
に
伴
う
審
判
規
則
の
改
正
の
概
要
に
つ
い
て
」（
公
正取引六六一号、二〇〇五年）八 以下を参照。
（
37）　
二
〇
〇
二
年
度
の
年
次
報
告
書
以
降、
違
反
被
疑
事
件
の
審
査
及
び
処
理
の
状
況
の
説
明
に
お
い
て、
こ
の
よ
う
な
説
明
が
行
わ
れ
る
よ
う
になっている。
（
38）　
公正取引委員会編『公正取引委員会年次報告（平成一〇年版）
』（公正取引協会、一九九八年）二五二頁。
（
39）　
公正取引委員会編『公正取引委員会年次報告（平成一三年版）
』（公正取引協会、二〇〇一年）三〇一頁。
（
40）　
例
え
ば、
毎
年
開
催
さ
れ
て
い
る
全
国
中
小
企
業
団
体
中
央
会
及
び
都
道
府
県
中
小
企
業
団
体
中
央
会
に
よ
る
中
小
企
業
団
体
全
国
大
会
に
お
け
る
大
会
決
議
で
は、
不
当
廉
売
等
へ
の
厳
正
な
対
処
と
実
効
性
の
確
保、
下
請
け
取
引
の
適
正
化
の
推
進
な
ど
の
公
正
な
競
争
環
境
の
整
備を政府に求める事項が含まれており、政府与党 対し その実現に向けた要請
活動も活発に行われている。
（
41）　
総務庁編『規制緩和白書（九九年版）
』（大蔵省印刷局、一九九九年）二四二―二四四頁。
（
42）　
東出浩一「規制緩和後の市場における不 な取引方法に対する取組の状況」
（公正取引五七一号、一九九八年）一八頁。
（
43）　
この点については、実方・前掲注（
13）二七五頁以下を参照されたい。
（
44）　
峰村
光
郎・正
田
彬『私
的独
占禁
止法
』（日
本評
論社、
一九
五六
年）
一四
一
頁、正
田
彬『全
訂
独占
禁止
法Ⅰ
』（日
本評
論社、
一九八〇年）三五五―三五六頁。
（
45）　
正田彬『経済法講義』
（日本評論社、一九九九年）一五一―一五二頁。
（
46）　
正田彬「大規模小売業者と競争秩序」
（公正取引四四八号、一九八八年）八頁以下。
（
47）　
来生
新『経
済活
動と
法』
（放
送大
学教
育振
興会、
一九
八七
年）
一二
一頁。
なお、
来生
新「独
占禁
止法
によ
る価
格介
入の
非
四五
中小企業政策と不当廉売規制

（都法五十五
-
二）
合理性」
（丹宗・前掲注（
14）所収）一八二頁以下も併せて参照。
（
48）　
実方・前掲注（
13）、稗貫・前掲注（
13）、杉本・前掲注（
11）、山本・前掲注（
11）など。
（
49）　
杉本・前掲注（
11）一〇三頁。
（
50）　
杉本・前掲注（
20）四八―四九頁。
（
51）　
内
田
耕
作「
中
小
事
業
者
等
に
不
当
な
不
利
益
を
与
え
る
不
当
廉
売
と
警
告
に
よ
る
事
件
処
理（
そ
の
一
）
―
小
売
業
に
お
け
る
廉
売
の
場
合―」
（彦根論叢三六〇号、二〇〇六年）四一―四七頁。
（
52）　
内田耕
作「中小事
業者等に
不当な
不利益
を与え
る不当
廉売と
警告に
よる事
件処理（そ
の二）
―安値
応札・受
注の場
合―」
（彦根論叢三六一号、二〇〇六年）七四―八〇頁。
（
53）　
内
田
耕
作「
中
小
事
業
者
等
に
不
当
な
不
利
益
を
与
え
る
不
当
廉
売
と
警
告
に
よ
る
事
件
処
理（
そ
の
三
）
―
評
価
と
規
制
の
あ
り
方
―」
（彦根論叢三六二号、二〇〇六年）九―一五頁、二 ―二一頁。
（
54）　
例えば、正田・前掲注（
46）を参照。
（
55）　
例えば、松下満雄「中小企業の分野調整と競争原理」
（経済法二二号、一九七九年）一七頁以下を参照。
（
56）　
独
占
禁
止
法
の
研
究
者
の
間
で
は、
課
徴
金
制
度
を
不
公
正
な
取
引
方
法
規
制
に
ま
で
拡
大
す
る
こ
と
に
対
し
て、
慎
重
な
意
見
が
多
か
っ
た。
独
禁
法
基
本
問
題
研
究
会
報
告
書
を
踏
ま
え
た
公
正
取
引
委
員
会
の
法
改
正
に
対
す
る
考
え
方
の
中
で
も、
排
除
型
私
的
独
占
と
不
公
正
な
取
引
方
法
の
う
ち
不
当
表
示
及
び
優
越
的
地
位
の
濫
用
に
対
し
て
の
み
課
徴
金
制
度
を
導
入
す
る
と
い
う
も
の
で
あ
っ
た。
そ
の
後
の
与
党
と
の
折
衝
を
経
て
国
会
に
提
出
さ
れ
た
二
〇
〇
八
年
の
改
正
法
案
で
は、
課
徴
金
の
対
象
が
優
越
的
地
位
の
濫
用
だ
け
で
は
な
く、
共
同
の
取
引
拒
絶、
差
別
対
価、
不
当
廉
売、
再
販
売
価
格
の
拘
束
の
四
行
為
類
型
に
拡
大
さ
れ
た。
こ
の
改
正
案
は
審
議
さ
れ
る
こ
と
な
く
廃
案
と
な
っ
た
が、
二
〇
〇
九
年
の
改
正
法
案
で
不
公
正
な
取
引
方
法
に
対
す
る
課
徴
金
制
度
の
導
入
が
実
現
す
る
こ
と
と
な
っ
た。
な
ぜ
不
当
廉
売
や
差
別
対
価
等
に
ま
で
課
徴
金
の
対
象
が
拡
大
さ
れ
た
の
か
と
い
う
経
緯
は
不
明
で
あ
る。
こ
の
点
に
関
す
る
詳
細
な
研
究
と
し
て、
栗
田
誠
「
平
成
二
一
年
改
正
独
占
禁
止
法
に
お
け
る
課
徴
金
制
度
の
問
題
点
―
課
徴
金
対
象
行
為
類
型
の
拡
大
を
中
心
に
―」
（
千
葉
大
学
法
学
論
集
二
六
巻
一・
二
号、
二
〇
一
一
年
）
三
四
一
頁
以
下
を
参
照
さ
れ
た
い。
ま
た、
根
岸
教
授
は、
「
二
一
年
改
正
法
は、
執
行
力・
抑
止
力
の
強
化
にそ
の主
たる
狙い
があ
った
が、改
正の
過程
では、
景気
混迷
の時
期と
重な
った
こと
もあ
り、
『中
小企
業保
護』
が改
正へ
向け
た
大き
な推
進力
とな
った
」と
見て
いる（
根岸
哲「平
成二
一年
独禁
法改
正法
の制
定経
緯と
概要
」（ジ
ュリ
スト
一三
八五
号、二
〇
〇九年）九頁）
。
